
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（ 24 年度末） 23

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は平成24年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。
　　　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置がないと
　 　　　　　　　した場合の値である。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 25 年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　　　　３　　国欄における「平均給料月額」及び「平均給与額」(国ベース)の括弧書きは、給与改定特例法による措置が
ないとした場合の値(減額前)である。

(2) 職員の初任給の状況 25 年４月１日現在）

円 円 円

したものである。

野田村
区 分

172,200

岩手県

161,600

302,689

364,259

345,188

312,200

－

（国ベース)

(平成

平均給与月額

高　校　卒

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特

国

140,100

137,200

（平成

137,200

殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算

140,100

一般行政職 172,200大　学　卒

高　校　卒

376,257

技能労務職

42.4

278,085

野田村

平均給与月額

43.1
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43.8

平均給料月額

399,081

333,744

335,110

307,220

区分 平均年齢

39.7

類似

団体

かにされているものである。　　　　

140,100

137,200

  　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明ら

(332,446) (405,463)

（注）１　「平均給料月額」とは、平成25年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

308,516
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 25 年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況 25 年４月１日現在）

人 ％

18

人 ％

3

人 ％

22

人 ％

3

人 ％

7

人 ％

0

（注）１　野田村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）　平成18年度に７級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

(2) 昇給への勤務成績の反映状況
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職務 0
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高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事、技師の職務

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う課長、室長、教育次長、事務局長又は主
幹の職務

５級

６級

13

３級

高　校　卒 206,800

1 年 以 上 10 年 未 満

191,400

 給与構造改革による新たな制度の導入、実施により昇給については、勤務成績の反映をきめ細かく行う目的で、従来の
昇給幅が４分割されたところです。これにより、１月１日から12月31日までの１年間における業績、勤務態度や能力などを所
属長等が評価（人事考課）し、その評価に基づき、１月１日に実施する昇給の区分（０号給から８号給）を決定しています。

１級 

33.0% 

１級 

29.4% １級 

6.5% 

２級 

6.0% 
２級 

2.0% 

２級 

6.5% 

３級 

44.0% ３級 

47.1% 
３級 

60.9% 

４級 

6.0% 
４級 

5.9% 

４級 

17.4% 

５級 

11.0% 
５級 

15.7% 

５級 

8.7% 

６級 

0.0% 
６級 

0.0% 
６級 

0.0% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成25年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 

3



４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額 （ 24 年度） １人当たり平均支給額 （ 24 年度） １人当たり平均支給額 （ 24 年度）

千円 千円 千円

（ 24 年度支給割合） （ 24 年度支給割合） （ 24 年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分

（ 月分） （ 月分） （ 1.40 月分） （ 0.65 月分） （ 1.45 月分） （ 0.65 月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～10％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　15～25％ ・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　勤勉手当への勤務実績の反映は行っておりません。

(2) 退職手当 25 年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 早期特例　2～20％ その他の加算措置 早期特例　2～20％

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）- ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）- ）

１人当たり平均支給額　　　　

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当 25 年４月１日現在）

（ 24 年度決算） 千円

（ 24 年度決算） 千円

％ 人 ％

1,234

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

1,636

38.9550

支給実績

55.86

（平成

支給率

-

30.55

2.60 2.55

59.28

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　勧奨・定年

月分

国

月分

－

国の制度（支給率）

55.86

32.8

23.0

1.35 2.6

--

（平成

岩手県

55.86 59.28

33.5

国

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

野田村

46.6

-

月分 1.35

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額

支給対象地域

41.34

野田村

59.28

47.5

23.0 28.7875

-

17290千円（平成24年度実績）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.35

-
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 (4) 特殊勤務手当 25 年４月１日現在）

支給実績 （ 24 年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額 （ 24 年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合 （ 24 年度） 　％

 (5) 時間外勤務手当

（ 24 年度実績） 千円

（ 24 年度実績） 千円

（ 23 年度実績） 千円

（ 23 年度実績） 千円

　

(6) その他の手当 25 年４月１日現在）

（ 24 年度決算）
（ 24 年度決算）

円

円

円

円

円

円

円

主な支給対象職員手当の名称

一般行政職、医療職

扶養手当

（平成

持家の額
（国2,500
円）

支給実績

異

配偶者13,000円、配偶者以
外１人につき6,500円、特定
年齢の子１人につき5,000円
加算（配偶者のない1人目
11,000円）

支給職員１人当たり平均支給年額

支給実績

支給実績

支給職員１人当たり平均支給年額

左記職員に対する支給単価

１件　100円

主な支給対象業務

精神障害者の保護･護送危険手当

１件　200円

平均支給年額

10,040

－

との異同

174

223

異なる内容
国の制度

異

宿日直手当

管理職特別勤務手当

管理職員が週休日又は休日
等に勤務した場合に支給さ
れます。 （ 勤務１回： 4,000
円 、 ６ 時 間 を 超 え る 場 合
6,000円）

通勤手当

交通機関利用者－最高月
額50,000円、交通用具利用
者－通勤距離に応じた区分
額（2,000～11,500円）

11月から翌年３月までの間
現に支給地域に居住する職
員に対して支給されます。
（月額7,360円～17,800円）

宿直又は日直勤務すること
を命ぜられたときに支給され
ます。（勤務１回：4,200円）

管理職手当 課長級の給料月額の5％

寒冷地手当

内容及び支給単価手　当　名

2手当の種類（手当数）

借家・借間－家賃に応じ最
高27,000円

236,000

995 千円 23,000

千円

8,971

198

同

異

同

交通機関利用者
の最高限度額（国
50,000円）、 交通
用 具 利 用 者
（ 4,000 ～ 20,900
円）

棒給の特別調
整額として支給

同

国の制度と 支給職員１人当たり

感染症患者の救護、感染
症家畜の防疫作業

10,473

千円

千円

1,769

256,000

－

－

防疫作業手当

一般行政職、医療職

（平成

19,800

228,100

千円

同

住居手当 千円

68,000

61,0003,437

千円

1,415

2,281
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５　特別職の報酬等の状況 25 年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

（ 24 年度支給割合）

月分

（ 24 年度支給割合）

月分

算定方式 1期の手当額 支給時期

給料月額×0.425×在職月数 円 任期満了後

給料月額×0.245×在職月数 円 任期満了後

（注）　　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、

　　　　　　１期＝（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

25 年 24 年

議会

総務

税務

民生

衛生

労働

農林水産

商工

土木

教育部門

[ ] [ ] [ － ]

（注）１　職員数は隔年における定員管理調査において報告した職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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750,000

245,000

160,000

-             

18                    
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（平成
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435,600525,000
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66

615,000

500,000
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300,000
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2             

平成
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1.9
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1             

12,546,000
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6,174,000
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3                      

46                    44                    

4                     
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-                     
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・欠員補充

-             
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1             

平成

2.90
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(2) 年齢別職員構成の状況 25 年４月１日現在）
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～

40歳

以上

人 人 人 人 人 人

32歳 36歳

35歳

～ ～
39歳

～ ～

24歳

区　分

未満

～ ～ ～～

56歳 60歳44歳 48歳

計

人

60

52歳

0

5

10

15

20

6 6 4 2 7 10 6 6 2 9

構成比 

５年前の構成比 

% 

7


